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(57)【要約】
【課題】運用コストをあまりかけることなく、緊急性が
求められる現場で作業者に必要な情報を示すことができ
る現場作業支援システムを提供することを目的とする。
【解決手段】作業現場においてガスの濃度を検出するガ
ス濃度検出手段１と、ガス濃度検出手段１が複数の位置
で検出したガスの濃度に基づいて、ガスの発生方向を特
定する発生方向特定手段２と、発生方向特定手段２が特
定したガスの発生方向をヘッドマウントディスプレイ装
置に表示するように制御する表示制御手段３とを含む。
【選択図】図８



(2) JP 2012-168683 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作業現場におけるガスの濃度を検出するガス濃度検出手段と、
　前記ガス濃度検出手段が複数の位置で検出した前記ガスの濃度に基づいて、前記ガスの
発生方向を特定する発生方向特定手段と、
　前記発生方向特定手段が特定した前記ガスの発生方向をヘッドマウントディスプレイ装
置に表示するように制御する表示制御手段とを
　含むことを特徴とする現場作業支援システム。
【請求項２】
　発生方向特定手段は、ガス濃度検出手段が複数の位置でガスの濃度を検出すると、前記
位置を示す位置情報と、各位置で検出した前記ガスの濃度を比較した比較結果とに基づい
て、前記ガスの発生方向を特定する
　請求項１記載の現場作業支援システム。
【請求項３】
　作業者が向いている方向を検出可能な作業者方向検出手段を含み、
　表示制御手段は、前記作業者方向検出手段が検出した方向に応じて、発生方向特定手段
が特定したガスの発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する
　請求項１又は請求項２記載の現場作業支援システム。
【請求項４】
　作業者方向検出手段が検出した作業者が向いている方向の変化に基づいて、ガス濃度検
出手段がガスの濃度を検出した位置を特定する位置特定手段を含み、
　発生方向特定手段は、前記位置特定手段が特定した位置を示す位置情報と、各位置で検
出した前記ガスの濃度を比較した比較結果とに基づいて、ガスの発生方向を特定する
　請求項３記載の現場作業支援システム。
【請求項５】
　表示制御手段は、ガス濃度検出手段が検出したガスの濃度が所定値以上である場合に、
ヘッドマウントディスプレイ装置に警告を表示させるように制御する
　請求項１から請求項４のうちのいずれか１項に記載の現場作業支援システム。
【請求項６】
　作業現場の複数の位置で検出したガスの濃度に基づいて、前記ガスの発生方向を特定す
る発生方向特定手段と、
　前記発生方向特定手段が特定した前記発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表
示するように制御する表示制御手段とを
　備えたことを特徴とする現場作業支援装置。
【請求項７】
　作業現場の複数の位置でガスの濃度を検出し、
　検出した前記ガスの濃度に基づいて、前記ガスの発生方向を特定し、
　特定した前記発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する
　ことを特徴とする現場作業支援方法。
【請求項８】
　コンピュータに、
　作業現場の複数の位置で検出したガスの濃度に基づいて、前記ガスの発生方向を特定す
る発生方向特定処理と、
　特定した前記発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する表
示制御処理とを
　実行させるための現場作業支援プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、現場作業を支援する現場作業支援システム、現場作業支援装置、現場作業支
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援方法及び現場作業支援プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラント設備保守業務において、携帯用のガス探知機や作業現場に固定のセンサを配置
して、ガス漏れを検出することがある。また、検出した場合の告知方法としては、例えば
、ガス濃度の数値を液晶モニタに表示したり、警告ランプの点滅、ブザー音やバイブレー
ションを用いる方法がある。
【０００３】
　ガスの発生源の方向を判定する技術としては、例えば、特許文献１には、多数のガスセ
ンサを並べた可搬型のセンサアレイを用いて同時多点計測を行うことよってガス濃度分布
を計測し、発生源方向を探索する方法が記載されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、自律移動型の風向センサとガスセンサの組み合わせた探知シス
テムでガスの流れる方向を測定し本体を移動していくことで発生源の方向を判定する方法
が記載されている。また、特許文献３には、ガスセンサを搭載した自律型移動体が水平方
向にセンサを３６０度回転させてセンサ出力が最大値を示す回転角度の方向を発生源の方
向と判定する方法が記載されている。
【０００５】
　また、特許文献４には、無線ＬＡＮ経由で得た情報に基づいて、作業者が設定された立
入禁止区域に進入するとＧＰＳ情報から監視サーバでモニタし、安全上の問題が発生した
と判定して警告メッセージを表示する技術が記載されている。また、特許文献５には、セ
ンサを装着した一人または複数の人が動き回ることによって汚染物質レベルのマップを自
動作成する技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３１０１７１２号公報
【特許文献２】特許第３４３９７９５号公報
【特許文献３】特許第３６２０８８６号公報
【特許文献４】特開２００２－２８７８４６号公報
【特許文献５】特開２００３－５１６８３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、作業エリアの各所にセンサを設置するとなると、コストが大きくなるという課
題がある。また、数値データ表示では、各作業者が数値の意味する影響を知らないと作業
の継続判定が難しい。また、警告ランプやブザー警告音、バイブレーションによる告知だ
けでは周囲環境条件によっては気づきにくい場合もある。
【０００８】
　特許文献１に記載されたセンサアレイ方式による測定方法では、濃度変化を可視化する
手段も必要となり、システムの構築が複雑になるという課題がある。また、特許文献２に
記載された方法では、ロボットのような移動体で検知した結果を作業者に伝え作業行動を
指示する手段がないという課題がある。また、特許文献３に記載された方法では、ガスの
流れる方向を移動しながら測定や３６０度回転させて測定するには時間が要することにな
るので緊急性が求められる現場で適用することが難しい。
【０００９】
　また、特許文献４に記載された方法では、作業者が立入禁止区域に進入すると安全上の
問題が発生したと判定し、警告メッセージを表示するが、このような警告メッセージだけ
では、作業者は元に戻る以外どちらに移動すると危険かは判別することができない。
【００１０】
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　また、特許文献５に記載された方法は、汚染物質レベルのマップを自動生成するための
ものであるため、非常に手間がかかる。そのため、作業エリアの状況を迅速に知ることが
できず、緊急性が求められる現場に適用することができない。
【００１１】
　そこで、本発明は、運用コストをあまりかけることなく、緊急性が求められる現場で作
業者に必要な情報を示すことができる現場作業支援システム、現場作業支援装置、現場作
業支援方法及び現場作業支援プログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明による現場作業支援システムは、作業現場におけるガスの濃度を検出するガス濃
度検出手段と、ガス濃度検出手段が複数の位置で検出したガスの濃度に基づいて、ガスの
発生方向を特定する発生方向特定手段と、発生方向特定手段が特定したガスの発生方向を
ヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する表示制御手段とを含むことを
特徴とする。
【００１３】
　本発明による現場作業支援装置は、作業現場の複数の位置で検出したガスの濃度に基づ
いて、ガスの発生方向を特定する発生方向特定手段と、発生方向特定手段が特定した発生
方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する表示制御手段とを備え
たことを特徴とする。
【００１４】
　本発明による現場作業支援方法は、作業現場の複数の位置でガスの濃度を検出し、検出
したガスの濃度に基づいて、ガスの発生方向を特定し、特定した発生方向をヘッドマウン
トディスプレイ装置に表示するように制御することを特徴とする。
【００１５】
　本発明による現場作業支援プログラムは、コンピュータに、作業現場の複数の位置で検
出したガスの濃度に基づいて、ガスの発生方向を特定する発生方向特定処理と、特定した
発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する表示制御処理とを
実行させることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、運用コストをあまりかけることなく、緊急性が求められる現場で作業
者に必要な情報を示すことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明による現場作業支援システムの構成の一例を示すブロック図である。
【図２】作業者が移動する平面位置を示す情報の一例を示す説明図である。
【図３】現場作業支援システムが実行する処理例を示すフローチャートである。
【図４】濃度変動パターンと発生源方向との対応付けの一例を示す説明図である。
【図５】ガス濃度変動量による発生源方向の判定例を示す説明図である。
【図６】ガス濃度変動量による発生源方向の判定例を示す説明図である。
【図７】作業イメージとヘッドマウントディスプレイ装置での表示例とを示す説明図であ
る。
【図８】現場作業支援システムの最小の構成例を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　ガス爆発やガス中毒による事故を防止するために、ガス会社や工場、または工事現場や
プラント設備における工事・保守業務などにおいて、携帯用のガス探知機や作業現場に固
定のセンサを配置して、ガス漏れを検出することができ、ガス濃度の数値を液晶モニタに
表示、警告ランプを点滅させることや、ブザー音やバイブレーションで告知する方法があ
る。特に無色無臭のガスや夜間や暗所においては、人間では感知できない危険な状況をガ



(5) JP 2012-168683 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

スセンサによって感知・モニタすることが今後ガス事故を防止する上では不可欠である。
【００１９】
　しかしながら、作業エリアの各所にセンサを設置することは設置費用やモニタするため
の運用コストが大きくなる問題があり、また液晶モニタで数値データを表示しても数値の
意味する人間への作用や毒性などの影響を知らないとどのように行動すればよいのか作業
の継続判定が難しい。緊急事態を知らせる警告ランプ、ブザー警告音、バイブレーション
だけでは騒音の中や機器を認識できないような動作環境条件によっては、気づきにくい場
合もある。これらを改善するために、本実施形態では、運用コストをあまりかけることな
く、作業にあまり慣れていない人でも作業指示を適時、適所において作業中のハンズフリ
ーの状態であっても適用可能にする。具体的には、ガスセンサとウエアラブルコンピュー
タを装着し一定範囲を移動することによってガス濃度の変化を検知し、地磁気センサから
得た方位情報に応じて作業者のヘッドマウントディスプレイ装置に有毒ガス特に一酸化炭
素の発生源の方向や注意・警告をわかりやすく表示する。
【００２０】
　騒音が多い場所や暗い現場においても、無色無臭・無味の一酸化炭素ガスの発生状況が
可視化され、ガスの発生状況や作業指示をヘッドマウントディスプレイ装置に表示させて
気づかせるので、作業者にガス濃度の数値、方位・時間情報の数値データだけではなく知
りたい情報を迅速に伝えることができる。
【００２１】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。図１は、本発明による現場
作業支援システムの構成の一例を示すブロック図である。
【００２２】
　本実施形態での現場作業支援システムは、ある地点でのガス濃度を検出し、検出したガ
ス濃度と作業者が所定の方向に所定の距離だけ移動した地点で測定したガス濃度との変動
量を求め、変動量に基づいてガスの発生源方向を特定する。そして、現場作業支援システ
ムは、特定した発生源方向と、地磁気センサで検出した作業者の向きとをヘッドマウント
ディスプレイ装置に重ねあわせて表示するように制御する。
【００２３】
　本実施形態で用いるヘッドマウントディスプレイ装置は、頭部に装着可能であれば、例
えばメガネ型であっても、ヘルメット型であってもよい。また、例えば、ヘッドマウント
ディスプレイ装置は、網膜上に映像を投影する方式であっても、ハーフミラーを用いた光
学方式のものであってもよい。また、例えば、外部を直接見るのではなく、カメラで撮影
した外部画像を投影するタイプのものでもよい。本実施形態では、一般的な用法に従い、
メガネ型やヘルメット型、網膜照射型や光学方式型等を全て包括してヘッドマウントディ
スプレイ装置という。
【００２４】
　図１に示すように、現場作業支援システムは、ガス濃度検出部１０、データ出力部１１
、情報入力部１２、変動量計測部１３、発生源方向判定部１４、地磁気検出部１５、作業
者方向出力部１６、画像処理部１７および画像表示部１８を含む。本実施形態では、情報
入力部１２、変動量計測部１３、発生源方向判定部１４、地磁気検出部１５、作業者方向
出力部１６および画像処理部１７は、ウエアラブルコンピュータ（図示せず）に含まれる
。
【００２５】
　ガス濃度検出部１０は、ガスの濃度を測定する機能を備えている。ガス濃度検出部１０
は、具体的には、ガスの濃度を測定可能なセンサによって実現される。
【００２６】
　データ出力部１１は、測定したガスの濃度を示すガス濃度データをウエアラブルコンピ
ュータに送信する送信機能を備えている。データ出力部１１は、例えば作業者の操作に従
って、または所定期間ごとに自動的にガス濃度データを送信する。例えば、ガス濃度検出
部１０が検出したガス濃度データをログデータとして一時的に記憶しておき、所定のタイ
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ミングで記憶したガス濃度データのログデータを送信する。
【００２７】
　本実施形態では、ガス濃度検出部１０とデータ出力部１１とは、ガスセンサとして同一
機器内に収容されているものとする。また、この機器は、衣服や装備に簡単に装着できる
ような構造であり、作業者が移動する際には体の一部に固定されているものとする。具体
的に、本実施形態では、作業者が装着するヘルメットにこの機器を固定するものとする。
【００２８】
　情報入力部１２は、データ出力部１１が送信したガス濃度データのログデータをウエア
ラブルコンピュータで受信する機能を備えている。データ出力部１１と情報入力部１２と
は、無線回線または有線回線を介して通信可能である。情報入力部１２は、受信したログ
データを変動量計測部１３と画像処理部１７とに出力する。
【００２９】
　変動量計測部１３は、３つの地点を移動した作業者が装着しているガスセンサ（ガス濃
度検出部１０）によって測定された各地点のガス濃度データを比較し、ガス濃度の変化量
を計測する機能を備えている。変動量計測部１３は、具体的には、プログラムに従って動
作する情報処理装置のＣＰＵによって実現される。なお、本実施形態では、３地点のガス
濃度データを比較する処理例について説明するが、これに限らず、例えば、４地点以上の
ガス濃度データを比較するようにしてもよい。
【００３０】
　発生源方向判定部１４は、変動量計測部１３が各地点のガス濃度データを比較して求め
た変動量と、予め記憶している濃度変動パターンとに基づいて、ガス濃度の増加または減
少傾向を求め、現在地からガス濃度が高い地点に向かう方向を発生源方向として判定する
機能を有している。発生源方向判定部１４は、具体的には、プログラムに従って動作する
情報処理装置のＣＰＵによって実現される。
【００３１】
　地磁気検出部１５は、ウエアラブルコンピュータに搭載され、方位を測定する機能を備
えている。地磁気検出部１５は、具体的には、地磁気センサによって実現される。
【００３２】
　作業者方向出力部１６は、地磁気検出部１５が測定した結果から作業者が向いている方
向を作業者方向として特定し、画像処理部１７に出力する機能を備えている。
【００３３】
　画像処理部１７は、発生源方向判定部１４が判定した発生源方向を示す情報を、作業者
方向出力部１６が特定した作業者方向を示す画像に重畳する機能を備えている。また、画
像処理部１７は、情報入力部１２が受信したガス濃度データを数値化し、その数値を画像
に重畳する機能を有している。また、画像処理部１７は、重畳した画像を画像表示部１８
に出力して表示させる機能を備えている。画像処理部１７は、具体的には、プログラムに
従って動作する情報処理装置のＣＰＵによって実現される。
【００３４】
　画像表示部１８は、画像処理部１７によって処理された画像を表示する機能を備えてい
る。画像表示部１８は、例えば、作業者が移動しながら作業者の向きと発生源方向とを確
認できるように、頭部付近に装着して固定したヘッドマウントディスプレイ装置によって
実現される。
【００３５】
　画像表示部１８は、例えば、ガス濃度測定開始時からの経過時間を示す時間情報やガス
濃度の測定値を表示することができる。また、例えば、画像表示部１８は、発生源方向と
ガス濃度データとに基づいて、作業者に対する警告や注意に関する情報を業務指示として
表示することができる。
【００３６】
　次に、現場作業支援システムの動作について説明する。ここでは、図１、図２、図３、
図４、図５、図６および図７を参照して、ガスセンサと地磁気センサとを所持した作業者
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が所定範囲の移動をすると、３ヶ所のガス濃度を検知し、位置情報とガス濃度の変動とを
解析した上で、発生源の方向を判定し、ヘッドマウントディスプレイ装置に発生源の方向
や作業指示を表示させる動作について説明する。
【００３７】
　なお、本実施形態では、位置情報とは、ウエアラブルコンピュータが管理する二次元の
座標上における点を特定可能な情報である。具体的には、計測を開始する現実の地点Ｘを
座標上の原点とし、作業者の移動方向（地磁気センサで特定して例えば北方向）に向かっ
て、地点Ｘから所定の距離（１０ｍ以内）または特定の時間（例えば１０秒以内）移動し
た地点Ｙを表す座標上の点を地点Ｙの位置情報とする。ここでは、例えば、予め移動する
距離と方向と（すなわち、地点Ｙ）を定めておき、作業者が定められた方向に定められた
距離を移動する。また、例えば、予め作業者の移動速度を求めておき、移動速度および経
過時間から求めることができる移動距離と、地磁気センサが検出した作業者方向とに基づ
いて、地点Ｙの位置情報を求める。また、例えば、時間をあらわす座標を用いて、作業者
の移動方向と経過時間とから各地点の位置情報を求めるようにしてもよい。
【００３８】
　また、作業者が地点Ｙで９０度回転した方向に向かって、地点Ｘ－地点Ｙと同じ距離ま
たは同じ時間移動した地点を測定終了する地点Ｚとすると、地点Ｚを表す座標上の点が地
点Ｚの位置情報となる。なお、本実施形態では、２度目のガス濃度測定を行う地点が地点
Ｙであり、３度目のガス濃度測定を行う地点が地点Ｚである。このように、ウエアラブル
コンピュータは、動作開始後、各地点の位置情報を求めて記憶しているものとする。
【００３９】
　まず図１、図２、図３および図４を参照して、検出したガス濃度の変動量からガスの発
生源方向を判定し、作業者方向に応じて発生源方向をヘッドマウントディスプレイ装置に
表示させる動作について説明する。
【００４０】
　図２は、作業者が移動する平面位置情報の一例を示す説明図である。まず作業者は、図
２に示される地点Ｘにおいてヘッドマウントディスプレイ装置に表示される方位情報（例
えば、作業者方向）を見ながら、ガス濃度の測定値ａ（ｐｐｍ）を確認する。
【００４１】
　次に、作業者は、方位情報から北の方向（Ｎ方向）に向かって１０秒間直進した地点Ｙ
に移動する。ここで、ガスセンサのガス濃度検出部１０は、作業者の操作に従って、また
は自動的にガス濃度ｂ（ｐｐｍ）を測定する。
【００４２】
　次に、作業者は、右回り９０度回転した東の方向（Ｅ方向）に向きを変えた後、１０秒
間直進した地点Ｚに移動する。そして、ガスセンサのガス濃度検出部１０は、作業者の操
作に従って、または自動的にガス濃度ｃ（ｐｐｍ）を測定する。
【００４３】
　現場作業支援システムでは、地磁気センサによって測定した作業者方向を含む方位情報
を常にヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制御している。そのため、作業
者は、自分がどの方角に向かって移動しているかを認識できるようになっている。また、
現場作業支援システムでは、ガス濃度を所定期間ごとに測定し、測定結果をその都度ヘッ
ドマウントディスプレイ装置に表示するように制御する。ここではガスセンサによって５
秒ごとにガス濃度を測定し、測定結果をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するよう
に制御するものとする。
【００４４】
　図３は、現場作業支援システムが実行する処理例を示すフローチャートである。作業者
はウエアラブルコンピュータを操作することによってヘッドマウントディスプレイ装置に
表示される作業開始ボタンを選択する。すると、作業者が装着しているヘルメットに搭載
されたガスセンサのガス濃度検出部１０は、地点Ｘにおけるガス濃度ａを測定する（ステ
ップＳ１）。
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【００４５】
　次いで、データ出力部１１は、ガス濃度検出部１０が地点Ｘで検出したガス濃度ａを含
むログデータをウエアラブルコンピュータの情報入力部１２に送信する。
【００４６】
　また、ウエアラブルコンピュータに搭載された地磁気センサの地磁気検出部１５は、地
点Ｘの位置情報（すなわち、二次元の座標上の原点）を検出し、作業者方向出力部１６か
ら得られる方位情報と情報入力部１２からのガス濃度情報が画像処理部１７で読み出され
ることによって、画像表示部１８であるヘッドマウントディスプレイ装置に表示される。
【００４７】
　具体的には、作業者方向出力部１６は、地磁気検出部１５が測定した方位に基づいて、
作業者方向を特定し、特定した作業者方向を含む方位情報を画像処理部１７に出力する。
また、情報入力部１２は、受信したガス濃度ａを含むガス濃度情報を画像処理部１７に出
力する。すると、画像処理部１７は、方位情報を示す画像にガス濃度情報を重畳し、画像
表示部１８に表示させるように制御する。
【００４８】
　作業者は、地点Ｘにおける方位情報を見ながら北（Ｎ）方向が画面上部になるように姿
勢を回転しながら合わせ、ガス濃度の測定値ａを確認する。そして、作業者がウエアラブ
ルコンピュータの測定開始ボタンを押してＮ方向へ移動すると、現場作業支援システムは
、画面上の時間表示でカウントを開始する。そして、ガスセンサのガス濃度検出部１０は
、所定時間後（本実施形態では１０秒後）に作業者が移動した地点Ｙでガス濃度ｂを測定
する（ステップＳ２）。このようにガス濃度検出部１０は、所定期間ごとまたは作業者の
操作に従ってガス濃度を測定する。また、ウエアラブルコンピュータは、例えば、ガス濃
度ｂの測定時に、二次元の座標における地点Ｙの位置情報を特定する。
【００４９】
　次いで、変動量計測部１３は、地点Ｙのガス濃度ｂと地点Ｘでのガス濃度ａとを比較し
、ガス濃度変化を示す変動量を計測する（ステップＳ３）。また、変動量計測部１３は、
変動量の計測結果を発生源方向判定部１４に出力する。そして、発生源方向判定部１４は
、変動量の計測結果を蓄積データとして保存する。
【００５０】
　次いで、地点Ｙにおいて作業者が方位情報を見ながら東（Ｅ）方向が画面上部になるよ
うに姿勢を右方向に９０度回転しながら合わせ、Ｅ方向に移動すると、ガス濃度検出部１
０は、地点Ｚにおけるガス濃度ｃを測定する（ステップＳ４）。また、ウエアラブルコン
ピュータは、例えば、ガス濃度ｃの測定時に、二次元の座標における地点Ｚの位置情報を
特定する。
【００５１】
　次いで、変動量計測部１３は、地点Ｚのガス濃度ｃと地点Ｙでのガス濃度ｂとを比較し
、ガス濃度変化を示す変動量を計測する（ステップＳ５）。また、変動量計測部１３は、
変動量の計測結果を発生源方向判定部１４に出力する。そして、発生源方向判定部１４は
、変動量の計測結果を蓄積データとして保存する。
【００５２】
　地点Ｚのガス濃度ｃと地点Ｙでのガス濃度ｂとが同じである場合、発生源方向判定部１
４は、地点Ｚのガス濃度ｃと地点Ｘでのガス濃度ａとを比較し、８通りの濃度変動パター
ンのいずれに該当するか判定する。そして、発生源方向判定部１４は、該当する濃度変動
パターンに対応付けられた方向を発生源方向として決定する（ステップＳ６）。図４は、
濃度変動パターンと発生源方向との対応付けの一例を示す説明図である。なお、図４に示
す濃度変動パターンと発生源方向との対応付け例は、作業者が図２に示すように移動する
ことを前提としている。
【００５３】
　発生源方向判定部１４が発生源方向を判定すると、画像処理部１７は、作業者方向出力
部１６が出力した地点Ｚにおける作業者方向を含む方位情報を示す画像上に発生源方向を
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示す情報を重畳する。そして、画像処理部１７は、地点Ｚにおける作業者方向であるＥａ
ｓｔ（Ｅ）方向に対する発生源方向が示された画像を画像表示部１８（ヘッドマウントデ
ィスプレイ装置）に表示するように制御する(ステップＳ７)。
【００５４】
　本実施形態では、作業者が地点Ｚから移動したり、体の向きを変えたりしても、地磁気
センサが測定する方位の変化に応じて、ヘッドマウントディスプレイ装置で発生源方向を
表示する。すなわち、本実施形態では、作業者方向を基準として発生源方向を表示するた
め、作業者方向が変化すると表示する発生源方向も変化する。したがって、作業者は、ガ
スの発生源に注意しながら作業を継続できる。また、測定したガス濃度が人間の健康に影
響を及ぼす数値に近づいている場合や上回っている場合には、画像処理部１７は、注意を
喚起するメッセージを読み出し、画像表示部１８に表示させるように制御する（ステップ
Ｓ８)。
【００５５】
　本実施形態では、地点Ｘにおいて最初にＮｏｒｔｈ（Ｎ）方向に移動し、次にＹ地点に
おいてＥａｓｔ（Ｅ）方向に向きを変えて移動しているが、これに限らず、地点Ｘにおい
て最初にＷｅｓｔ（Ｗ）方向に移動し、次に右に９０度回転してＮ方向に向きを変えて移
動してもよい。この場合には、発生源方向判定部１４は、例えば、ガス濃度の測定時に特
定した地点Ｘ、地点Ｙおよび地点Ｚの位置情報に基づいて、各地点の位置関係を特定する
。また、この場合には、発生源方向判定部１４は、図４に相当する濃度変動パターンと発
生源方向との対応付けから、発生源方向を（１）Ｎｏｒｔｈ、（２）Ｓｏｕｔｈなどと判
定する。
【００５６】
　例えば、ウエアラブルコンピュータは、予め定められた移動パターンごとに濃度変動パ
ターンと発生源方向とを対応付けて記憶しておく。そして、ガス濃度の測定を開始すると
、ウエアラブルコンピュータは、地磁気センサが出力する方位情報の変化に基づいて移動
パターンを特定し、特定した移動パターンに対応付けられた濃度変動パターンと発生源方
向とに基づいて、発生源方向を判定する。なお、地点Ｘから地点Ｙまでの移動時間または
移動距離と、地点Ｙから地点Ｚまでの移動時間または移動距離とが、ほぼ同一であること
が条件である。また、作業者はいずれの移動時間もほぼ同じ速度で移動するものとする。
【００５７】
　また、本実施形態では、濃度変化の測定誤差を少なくするために、移動時間が１０秒以
内であり、移動距離も１０ｍ程度とする。また、作業者は、地点Ｙでは立ち止まらず向き
を変えるだけで移動を継続する。また、ガスセンサからガス濃度データのログデータを受
信する際には、自動でウエアブルコンピュータに入力しているが、手動で入力するように
してもよい。
【００５８】
　上記の動作を繰り返すことによって、発生源方向を特定する精度の向上や誤差を少なく
することができる。また、定点での変動量をモニタすることによって危険な状態まで到達
時間を推定することができる。また、距離センサを併用すれば、発生源までの距離を推定
し、推定した距離を含む作業指示情報を表示することができる。
【００５９】
　次に、図５、図６および図７を参照して、ガス濃度変動による発生源方向判定例とヘッ
ドマウントディスプレイ装置が表示する画面例とを示す。図５および図６は、ガス濃度変
動量による発生源方向の判定例を示す説明図である。図７は、作業イメージとヘッドマウ
ントディスプレイ装置での表示例とを示す説明図である。
【００６０】
　図５の例では、地点Ｘ、地点Ｙ、地点Ｚのガス濃度、ここでは一酸化炭素（ＣＯ）濃度
が各々ａ：５０，ｂ：８０，ｃ：１４０（ｐｐｍ）と測定されたものする。一酸化炭素は
空気とほぼ同じ重さで発生源に近いほどＣＯ濃度は高くなり、濃度分布値がほぼ発生源か
らの距離に応じて反比例して低くなるものとする。
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【００６１】
　この例では、ａ＜ｂ＜ｃの濃度変動パターン（３）に該当するため、図４の方向判定結
果より発生源方向をＮＥ方向と判定することができる。現場作業支援システムは、地点Ｙ
における濃度変化３０ｐｐｍと地点Ｚにおける濃度変化６０ｐｐｍとから、発生源方向を
ややＥａｓｔ（Ｅ）よりと特定して、表示装置に表示する。ここで、地点Ｙにおける濃度
変化がほとんどない状態である場合には、即ちａ＝ｂとなり、発生源方向をＥと判定する
ことができる。
【００６２】
　一方、図６の例では、地点Ｘ、地点Ｙ、地点Ｚのガス濃度を各々ａ：５０，ｂ：１１０
，ｃ：１４０（ｐｐｍ）と測定している。そのため、現場作業支援システムは、ａ＜ｂ＜
ｃの濃度変動パターン（３）に該当するため、図４の方向判定結果よりＮＥ方向と判定す
るが、地点Ｙにおける濃度変化６０ｐｐｍと地点Ｚにおける濃度変化３０ｐｐｍとから、
発生源方向をややＮｏｒｔｈ（Ｎ）よりと特定して、表示装置に表示する。
【００６３】
　ここで、地点Ｚにおける濃度変化がほとんどない状態であると、即ちｂ＝ｃとなり、現
場作業支援システムは、発生源方向をＮと判定する。ガス濃度の変動量に応じてガスの発
生源方向は必ずしも８方向に限定されないが、ここでは迅速な判断が求められるため画像
には８方向のいずれかを表示する。
【００６４】
　以上のように、本実施形態では、ガスセンサと地磁気センサとを所持した作業者が所定
範囲の移動をすると、３ヶ所のガス濃度の変化を検知し、位置情報とガス濃度データの変
動とを解析した上で、発生源の方向を判定し、作業者のヘッドマウントディスプレイに発
生源の方向や作業指示を表示する。そのため、運用コストをあまりかけることなく、緊急
性が求められる現場で作業者に必要な情報を示すことができる。
【００６５】
　上記のように、現場の作業者は地磁気センサを搭載したウエアラブルコンピュータを携
帯しており、コンピュータの情報出力・表示するヘッドマウントディスプレイ装置とヘル
メットに小型の携帯用ガスセンサを装着するだけである。また、ガスセンサは無線または
有線通信によってウエアラブルコンピュータと通信可能であり、ヘルメット付近における
ガス濃度がガスセンサで検知されるとウエアラブルコンピュータにデータログが記録され
る。
【００６６】
　これらの装置を身につけた作業員が特別な計測手段を意識することなく作業中に短時間
で一定範囲を移動することにより、３ヶ所の地点でガス濃度が測定され、ウエアラブルコ
ンピュータの位置情報とモニタ地点におけるガス濃度の変化とによる解析結果から発生源
の方向を即座に判定して、数値データだけではなく作業員へ注意内容、移動するべき方向
などをヘッドマウントディスプレイ装置にわかりやすく表示する。そのため、作業者が作
業に集中して周囲の状況を十分認識できない場合であっても、作業行動を迅速に指示する
ことによって事故を防止し安全な作業環境を維持することができる。
【００６７】
　また、特許文献４に記載された方法では、作業者が立入禁止区域に進入すると安全上の
問題が発生したと判定し、警告メッセージをヘッドマウントディスプレイ装置に表示する
ものであるため、作業者は元に戻る以外に、どの方向に移動すると危険かを判別すること
ができない。しかし、本実施形態では、地磁気センサによって方位情報が常にヘッドマウ
ントディスプレイ装置に表示し、作業者がどの方角に向かって移動しているかを認識でき
るため、状況を判断でき、次の行動に関する情報提供を支援するには効果的である。
【００６８】
　また、特許文献５に記載された方法では、センサを装着して使用者の位置が知られてい
て一人または複数の人が動き回ることによって汚染物質レベルのマップを自動作成するた
め、非常に手間がかかる。しかし、本実施形態では、ガス分布マップを作成するのではな
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く、ガスの発生方向を迅速に示すものであるため、緊急性が求められる現場では効果的で
ある。また、この方法を繰り返すことによって精度の向上や誤差を少なくすることもでき
る。
【００６９】
　以上に説明したように、本発明によれば次のような効果を得ることができる。通常、一
酸化炭素（ＣＯ）などガス発生エリアにおいては、ガスセンサを設置したり作業員がガス
センサを携帯してＣＯ濃度や積算値を測定・表示して、警報ランプ、ブザー、バイブレー
ションを用いて告知できるが、この方法では作業員がセンサ計を見なくても常にヘッドマ
ウントディスプレイ装置で現場における作業環境を知ることができるので安全性の向上を
図ることができる。
【００７０】
　また、作業の継続を迅速に判断するにあたり、所定範囲内の３ヶ所でのＣＯ濃度を測定
することによって、発生源の方向を簡単に判定することができる。
【００７１】
　また、作業者への警告表示や作業指示をわかりやすくヘッドマウントディスプレイ装置
に表示させることによって作業確認、事故防止の実行ができる。
【００７２】
　また、暗い場所や騒音が大きい場所でも、無色無臭で危険なＣＯの発生状況を可視化で
きる。さらに、定点で変動をモニタすれば危険に到る作業時刻を推定して表示させる使い
方にも応用できる。
【００７３】
　次に、本発明による現場作業支援システムの最小構成について説明する。図８は、現場
作業支援システムの最小の構成例を示すブロック図である。図８に示すように、現場作業
支援システムは、最小の構成要素として、ガス濃度検出手段１、発生方向特定手段２およ
び表示制御手段３を含む。
【００７４】
　図８に示す最小構成の現場作業支援システムでは、発生方向特定手段２は、ガス濃度検
出手段１が複数の位置で検出したガスの濃度に基づいて、ガスの発生方向を特定する。そ
して、表示制御手段３は、発生方向特定手段２が特定したガスの発生方向をヘッドマウン
トディスプレイ装置に表示するように制御する。
【００７５】
　従って、最小構成の現場作業支援システムによれば、運用コストをあまりかけることな
く、緊急性が求められる現場で作業者に必要な情報を示すことができる。
【００７６】
　なお、本実施形態では、以下の（１）～（５）に示すような現場作業支援システムの特
徴的構成が示されている。
【００７７】
　（１）現場作業支援システムは、作業現場においてガスの濃度を検出するガス濃度検出
手段（例えば、ガス濃度検出部１０によって実現される）と、ガス濃度検出手段が複数の
位置（例えば、地点Ｘ、地点Ｙおよび地点Ｚ）で検出したガスの濃度に基づいて、ガスの
発生方向を特定する発生方向特定手段（例えば、変動量計測部１３と発生方向判定部１４
とによって実現される）と、発生方向特定手段が特定したガスの発生方向をヘッドマウン
トディスプレイ装置（例えば、画像表示部１８によって実現される）に表示するように制
御する表示制御手段（例えば、画像処理部１７によって実現される）とを含むことを特徴
とする。
【００７８】
　（２）現場作業支援システムにおいて、発生方向特定手段は、ガス濃度検出手段が複数
の位置でガスの濃度を検出すると、位置を示す位置情報（例えば、二次元座標上で示され
る地点Ｘ、地点Ｙおよび地点Ｚの位置情報）と、各位置で検出したガスの濃度を比較した
比較結果（例えば、変動量計側部１３が計測したガス濃度の変動量）とに基づいて、ガス
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【００７９】
　（３）現場作業支援システムにおいて、作業者が向いている方向を検出可能な作業者方
向検出手段（例えば、地磁気検出部１５と作業者方位情報出力部１６とによって実現され
る）を含み、表示制御手段は、作業者方向検出手段が検出した方向に応じて、発生方向特
定手段が特定したガスの発生方向をヘッドマウントディスプレイ装置に表示するように制
御するように構成されていてもよい。
【００８０】
　（４）現場作業支援システムにおいて、作業者方向検出手段が検出した作業者が向いて
いる方向の変化に基づいて、ガス濃度検出手段がガスの濃度を検出した位置を特定する位
置特定手段を含み、発生方向特定手段は、位置特定手段が特定した位置を示す位置情報と
、各位置で検出したガスの濃度を比較した比較結果とに基づいて、ガスの発生方向を特定
するように構成されていてもよい。
【００８１】
　（５）現場作業支援システムにおいて、表示制御手段は、ガス濃度検出手段が検出した
ガスの濃度が所定値以上である場合に、ヘッドマウントディスプレイ装置に警告を表示さ
せるように制御するように構成されていてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明は、プラント設備を保守する業務を支援する用途に適用可能である。
【符号の説明】
【００８３】
　１　ガス濃度検出手段
　２　発生方向特定手段
　３　表示制御手段
　１０　ガス濃度検出部
　１１　データ出力部
　１２　情報入力部
　１３　変動量計測部
　１４　発生源方向判定部
　１５　地磁気検出部
　１６　作業者方向出力部
　１７　画像処理部
　１８　画像表示制御部
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